[bookmark: _mce8hdk0s4uh]廃棄物管理契約書

委託者　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、受託者　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が管理、所有又は使用する建物、施設その他の対象物件において、乙が実施する清掃業務、ビルメンテナンス業務その他これらに付随する業務に伴う廃棄物の管理について、次のとおり廃棄物管理契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _9ral4zepabmp]第1条（目的）
本契約は、対象物件において発生する廃棄物について、その分別、集積、保管、搬出、引渡しその他の管理方法及び甲乙の役割分担を明確にし、廃棄物の適正な管理及び処理を確保するとともに、衛生的かつ安全な建物環境を維持することを目的とする。

[bookmark: _53hs4ns89j93]第2条（対象物件）
本契約の対象となる物件は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	物件・施設名
	

	所在地
	

	建物用途
	□ オフィス　□ 店舗　□ 商業施設　□ 集合住宅　□ 工場　□ その他

	対象区域
	□ 建物全体　□ 共用部分　□ 専有部分　□ その他

	管理開始日
	年　　月　　日

	その他
	


[bookmark: _jq157kppp2i8]第3条（対象廃棄物）
1. 本契約において管理対象とする廃棄物は、対象物件において発生する次の各号のうち、甲乙が合意したものとする。 (1) 一般廃棄物（紙くず、生ごみその他事業活動に伴って生じる一般廃棄物） (2) 産業廃棄物（廃プラスチック類、金属くず、ガラスくずその他法令に定めるもの） (3) 資源物（古紙、段ボール、缶、瓶、ペットボトルその他再資源化の対象となるもの） (4) 清掃業務に伴って発生する廃棄物 (5) その他甲乙が書面又は電磁的方法により合意した廃棄物
2. 特別管理一般廃棄物、特別管理産業廃棄物、感染性廃棄物その他特別な取扱いを要する廃棄物は、別途書面により合意した場合を除き、本契約の対象外とする。
3. 廃棄物の法令上の区分は、その性状、発生過程及び関係法令に従って判断するものとし、本契約上の名称によって変更されるものではない。

[bookmark: _h4y1c58sim99]第4条（業務内容）
1. 乙は、甲の委託に基づき、次の業務のうち別途合意した業務を実施する。 (1) 廃棄物の分別状況の確認及び分別補助 (2) 廃棄物の指定集積場所への移動 (3) 廃棄物保管場所の整理及び清掃 (4) 廃棄物の発生量及び保管状況の確認 (5) 廃棄物の搬出に伴う立会い及び連絡調整 (6) 廃棄物管理記録の作成及び報告 (7) その他甲乙が合意した付随業務
2. 乙は、本契約に定める業務を善良な管理者の注意をもって実施する。
3. 廃棄物の収集運搬又は処分を業として行う場合は、必要な許可その他の法的要件を満たしたうえで、法令に適合する契約及び方法によって実施するものとする。
4. 本契約は、乙に対して廃棄物処理法上必要な許可を付与するものではなく、必要な許可を要する収集運搬又は処分業務を当然に委託するものではない。

[bookmark: _4wjcvtlclu9h]第5条（廃棄物の分別）
1. 甲は、対象物件において発生する廃棄物について、関係法令、自治体の定め及び対象物件の管理規則に従った分別方法を定めるものとする。
2. 乙は、甲が指定する分別方法に従い、管理対象廃棄物の分別状況を確認し、必要な整理を行う。
3. 分別が不適切な廃棄物を発見した場合、乙は甲に報告し、必要な対応について協議する。
4. 危険物、薬品、感染性廃棄物その他通常の清掃業務で安全に取り扱うことが困難な物品については、乙は無断で取り扱わず、甲に対応を求めることができる。

[bookmark: _438ig5nik7b6]第6条（保管場所の管理）
1. 甲は、廃棄物の保管場所を指定し、関係法令に適合する保管設備及び管理環境を確保するものとする。
2. 乙は、指定された保管場所について、契約で定める範囲内で整理、清掃及び衛生管理を行う。
3. 乙は、廃棄物の飛散、流出、悪臭、害虫の発生その他衛生上の問題を発見した場合、速やかに甲へ報告する。
4. 保管場所の設備修繕、構造変更又は大規模な衛生対策が必要となった場合、その実施方法及び費用負担は甲乙協議のうえ決定する。

[bookmark: _tmwdkeexex7t]第7条（排出事業者の責任）
1. 甲乙は、廃棄物の排出事業者が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律その他関係法令に基づき、適正処理に関する責任を負うことを確認する。
2. 対象廃棄物の排出事業者は、廃棄物の発生原因、事業活動の実態その他法令上の基準に従って判断する。
3. 甲が排出事業者となる廃棄物について、甲は法令上必要な処理委託契約の締結、委託先の許可確認、産業廃棄物管理票の交付及び管理その他必要な義務を履行する。
4. 乙が自らの事業活動に伴って排出する廃棄物については、乙が排出事業者として必要な責任を負う。
5. 本契約による管理業務の委託は、排出事業者に課される法令上の責任を免除又は移転するものではない。

[bookmark: _77c2yruovk20]第8条（収集運搬及び処分）
1. 対象廃棄物の収集運搬及び処分は、関係法令に基づき必要な許可等を有する事業者又は法令上適法に取り扱うことのできる者が実施する。
2. 甲は、自己が排出事業者である場合、法令上必要な委託契約を適切な相手方と締結するものとする。
3. 乙は、収集運搬業者又は処分業者との連絡調整を行う場合であっても、必要な許可等を有しない限り、許可を要する収集運搬又は処分を自ら実施してはならない。
4. 収集運搬又は処分を乙に委託する場合は、本契約とは別に、法令で要求される事項を記載した契約を締結するものとする。
5. 乙は、廃棄物の不法投棄、不適正処理又は無許可業者への引渡しに関与してはならない。

[bookmark: _6rm7zwne6vzr]第9条（管理記録及び報告）
1. 乙は、甲乙間で定めた方法により、廃棄物の管理状況について必要な記録を作成する。
2. 管理記録には、必要に応じて次の事項を記載する。 (1) 廃棄物の種類 (2) 発生量又は集積量 (3) 集積日及び搬出日 (4) 保管場所の状況 (5) 分別不備その他の異常事項 (6) 是正措置の実施状況
3. 乙は、甲の求めに応じて、合理的な範囲で管理状況を報告する。
4. 法令に基づく保存義務のある記録については、当該義務を負う当事者が所定の期間保存する。

[bookmark: _1mnfk44wkmci]第10条（産業廃棄物管理票）
1. 甲又は乙が産業廃棄物の排出事業者として管理票の交付義務を負う場合、当該当事者は関係法令に従い、管理票の交付、確認、保存その他必要な措置を講じる。
2. 乙が甲の管理票に関する事務補助を行う場合、その業務範囲及び責任分担は別途定める。
3. 管理票の不交付、虚偽記載、保存義務違反その他の法令違反が判明した場合、甲乙は速やかに必要な是正措置を講じる。
4. 電子マニフェストを利用する場合は、その運用方法及び担当者を甲乙協議のうえ定める。

[bookmark: _4zujholpfvwy]第11条（安全衛生管理）
1. 乙は、廃棄物管理業務の実施にあたり、作業員の安全確保及び衛生管理に必要な措置を講じる。
2. 乙は、作業内容に応じて保護手袋、安全靴、保護具その他必要な器具を使用する。
3. 甲は、対象物件内の危険箇所、立入制限区域、危険物の保管状況その他作業上必要な情報を乙に提供する。
4. 乙は、作業中に事故又は事故につながるおそれのある事象を発見した場合、必要な安全措置を講じ、速やかに甲へ報告する。

[bookmark: _m6iss4nr7cnh]第12条（異常事態への対応）
1. 廃棄物の飛散、漏出、火災、悪臭、害虫の大量発生その他の異常事態が発生した場合、乙は自己の安全を確保したうえで、契約上の業務範囲内で必要な初動対応を行う。
2. 乙は、前項の事態を認識した場合、速やかに甲へ報告する。
3. 法令上の届出、行政機関への報告又は専門業者による処理が必要となる場合、甲乙は各自の法令上の義務に従って対応する。
4. 緊急対応に要する費用については、その発生原因及び責任の所在を踏まえ、甲乙協議のうえ決定する。ただし、法令上の責任を免れるものではない。

[bookmark: _fuj4unrxzut9]第13条（委託料及び支払方法）
1. 甲は、乙に対し、本契約に基づく業務の対価として、次の条件により委託料を支払う。
	項目
	内容

	委託料
	月額 金　　　　　　　円（税込）

	支払方法
	□ 銀行振込　□ その他

	支払期限
	毎月　　　日

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担

	その他費用
	


2. 
委託料に含まれる業務及び費用の範囲は、別途合意した仕様書又は見積書による。
3. 追加作業、臨時対応又は対象廃棄物の増加等により追加費用が生じる場合、乙は事前に甲へ説明し、その承諾を得るものとする。
4. 甲が支払を遅延した場合、乙は相当期間を定めて履行を催告することができる。

[bookmark: _ccbodqi6t5n3]第14条（業務内容の変更）
1. 甲又は乙は、対象物件の利用状況、廃棄物の発生量、法令改正その他の事情により業務内容の変更が必要となった場合、相手方に協議を申し入れることができる。
2. 業務内容、実施頻度、管理区域又は委託料を変更する場合、甲乙は書面又は電磁的方法により合意する。
3. 法令上必要な措置については、変更合意の有無にかかわらず、各当事者が自己に課される義務を履行する。

[bookmark: _8thrj5whwx5c]第15条（再委託）
1. 乙は、甲の事前の書面又は電磁的方法による承諾なく、本契約に基づく業務の全部又は主要な部分を第三者に再委託してはならない。
2. 乙が再委託を行う場合、乙は再委託先に本契約と同等の安全管理、秘密保持その他必要な義務を遵守させる。
3. 乙は、再委託先の行為について、自己の責めに帰すべき範囲で責任を負う。
4. 廃棄物の収集運搬又は処分については、廃棄物処理法上の再委託規制を遵守し、本条に基づく甲の承諾のみをもって法令上禁止される再委託が認められるものではない。

[bookmark: _wsg6o641p0vd]第16条（秘密保持）
1. 甲及び乙は、本契約の履行に関連して知り得た相手方の営業上、技術上、管理上その他の非公開情報を、相手方の事前の承諾なく第三者に開示又は漏えいしてはならない。
2. 前項の義務は、法令に基づく開示又は行政機関から適法に求められた開示については適用しない。
3. 甲及び乙は、秘密情報を本契約の履行以外の目的に利用してはならない。
4. 本条の義務は、本契約終了後も3年間存続する。ただし、法令上又は別途の合意により、より長期の保護を要する情報については、その定めに従う。

[bookmark: _9zcsbn5e3vjr]第17条（損害賠償）
1. 甲又は乙が本契約に違反し、相手方に損害を与えた場合、帰責事由のある当事者は、相当因果関係のある損害を賠償する責任を負う。
2. 廃棄物の不適正な管理、誤分別、漏出、施設設備の破損その他の事故については、その原因及び各当事者の責任割合に応じて負担を定める。
3. 第三者に損害が発生した場合、甲乙は事実関係の調査及び必要な対応に協力する。
4. 本条は、廃棄物処理法その他の法令に基づく行政上又は刑事上の責任を制限するものではない。

[bookmark: _bc7oeyi6137q]第18条（不可抗力）
1. 地震、台風、洪水、火災、感染症の大規模な流行、行政機関の命令その他当事者の合理的な支配を超える事由により、本契約の履行が困難となった場合、当該当事者は速やかに相手方へ通知する。
2. 前項の場合、甲乙は業務の継続、変更又は一時中断について協議する。
3. 不可抗力による履行不能については、当事者の責めに帰することができない範囲で責任を負わない。ただし、法令上必要な安全確保及び事故防止措置を免れるものではない。

[bookmark: _ewxoaxeq398o]第19条（契約期間）
1. 本契約の有効期間は、　　　　年　　　月　　　日から　　　　年　　　月　　　日までとする。
2. 契約期間満了日の30日前までに甲又は乙から書面又は電磁的方法による更新拒絶の通知がない場合、本契約は同一条件でさらに1年間更新されるものとし、以後も同様とする。
3. 契約更新にあたり、委託料、対象物件又は業務内容の変更が必要な場合、甲乙は協議のうえ定める。

[bookmark: _op897qnyw5bh]第20条（契約解除）
1. 甲又は乙は、相手方が本契約に違反し、相当期間を定めて是正を催告したにもかかわらず、当該期間内に是正されない場合、本契約の全部又は一部を解除することができる。
2. 甲又は乙は、相手方に次の各号のいずれかの事由が生じた場合、催告を要せず本契約を解除することができる。 (1) 重大な法令違反があったとき (2) 本契約の履行に必要な許可又は資格を失ったとき (3) 支払停止、破産手続開始その他信用状態の重大な悪化が生じたとき (4) 不法投棄その他重大な不適正処理に関与したとき (5) その他本契約を継続し難い重大な事由が生じたとき
3. 本条による解除は、解除当事者の損害賠償請求を妨げない。

[bookmark: _bebmq6y5gl8r]第21条（契約終了時の措置）
1. 本契約が終了した場合、乙は甲に対し、管理記録、鍵、貸与物その他返還を要する物品を速やかに返還する。
2. 乙は、管理対象廃棄物の保管状況、未完了の管理業務及び対応を要する事項について、合理的な範囲で甲に引き継ぐ。
3. 契約終了時に未処理の廃棄物が存在する場合、甲乙は法令上の排出事業者責任及び契約上の役割分担に従い、適正な処理が継続されるよう協議する。
4. 契約終了後も、法令に基づく記録保存義務及び既に発生した債務は存続する。

[bookmark: _v5p38isthzxv]第22条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自ら並びにその役員及び実質的に経営を支配する者が、暴力団、暴力団員その他の反社会的勢力に該当しないことを表明し、保証する。
2. 甲及び乙は、反社会的勢力を利用し、又はこれに資金提供その他の便宜供与を行わない。
3. 相手方が本条に違反した場合、甲又は乙は催告を要せず本契約を解除することができる。

[bookmark: _69pd6f27rrxd]第23条（権利義務の譲渡禁止）
甲及び乙は、相手方の事前の書面による承諾なく、本契約に基づく権利又は義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。

[bookmark: _c1tnc6sfom1h]第24条（法令遵守）
1. 甲及び乙は、本契約の履行にあたり、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、労働安全衛生法、関係条例その他適用される法令を遵守する。
2. 法令改正又は行政機関の指導等により管理方法の変更が必要となった場合、甲乙は速やかに協議し、適法な管理体制を整備する。
3. 本契約の規定が強行法規に抵触する場合、当該法令の定めが優先する。

[bookmark: _7ygahegafd9]第25条（協議事項）
本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲及び乙は、関係法令及び取引慣行を踏まえ、誠意をもって協議し、解決するものとする。

[bookmark: _2t1qfbm2nkb3]第26条（準拠法及び管轄裁判所）
1. 本契約は、日本法を準拠法とする。
2. 本契約に関して訴訟の必要が生じた場合、　　　　　　　　　地方裁判所又は　　　　　　　　　簡易裁判所を、訴額に応じた第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

以上、本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ各1通を保有する。ただし、電磁的方法により契約を締結する場合は、甲乙が合意した方法による電子署名その他の措置を講じ、当該電磁的記録を保管する。

　　　　年　　　月　　　日

甲（委託者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（受託者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　
